
















































































































































































































































































妻が35時間未満 7．18 7．06 3．27 6．39 3．51 027
妻が35時間以上 8．35 7．25 5．58 6．54 2．37 0．31
夫が有業で妻が無業 5．23 6．20 0．05 5．46 5．18 0．34
夫が有業で妻も有業（共働き） 8．54 7．45 4．12 7．13 4．42 0．32




妻が35時間以上 9．29 7．56 5．36 7．！4 3．53 0．42
夫が有業で妻が無業 7．44 7．52 0．02 7．！4 7．42 0．38







妻が35時間未満 8．51 7．45 3．33 7．09 5．18 0．36
妻が35時間以上 9．53 7．50 6．07 7．14 3．46 0．36








































































































男　性 女　性 男　性 女　性
男性が非常に優遇 12年 4．7 12．6 10．7 23．5
15年 4．4 11．5 13．0 23．5
どちらかといえば男性 12年 39．5 42．5 58．8 52．6
15年 39．1 47．8 53．1 53．4
平等 12年 46．2 35．7 18．0 11．4
‡5年 41．3 29．6 23．0 12．7
どちらかといえば女性 12年 5．8 3．4 5．6 2．4
15年 11．5 5．1 5．9 2．6
女性が非常に優遇 12年 0．4 0．7 0．6 0．1



































































































































































































































































































































3年 12年 15年 3年 12年 15年
経済的ゆとりがない 44．7 45．7 56．0 41．3 40．0 53．8
仕事と育児の両立は大変 21．0 36．8 39．6 22．5 40．6 44．6
結婚しない人の増加 11．9 36．8 30．1 14．3 24．1 33．3
心理的・肉体的に負担がかかる 10．2 16．7 20．8 15．9 ！6．0 16．6
保育環境が整備されていない 4．1 11．3 13．9 6．5 14．3 18．0
結婚年齢が上昇 18．3 13．7 13．7 14．3 15．4 12．3
少数の子どもに手をかけたい 34．6 21．1 10．3 30．9 22．0 6．3
その他 4．7 3．9 4．9 L6 2．4 4．8




















































































主に夫 夫婦共同 主に妻 その他
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
生活費を得る 62．852．930．137．8 0．8 1．9 1．3 0．9
食事・洗濯・掃除 0．4 0．6 33．637．457．756．0 2．1 0．9
家計の管理 3．2 3235．036．555．152．7 0．9 1．0
不動産・耐久消費財など高価な買い物の決定 18．424．271．666．2 2．7 3．6 0．6 0．8
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育児（乳幼児の世話） 0 0 41．746．749．142．！ 0．8 L5
年老いた親の介護 0．4 0 72．673．115．414．3 3．8 3．5
近所付き合いや地域活動への参加 5．5 5．3 69．472．719．2！4．9 ！．5 1．2
（A市市民意識調査から　2000）
　親の介護，近所付き合いは夫婦共同が7割を超えているが，生活費を得るのは主に夫が5割
を超えている。これは男女間での給与の格差が大きいこと，女性の仕事は正式に就労が難し
く，仕事の継続性の難しさなどの理由が考えられ，男女不平等が最も現われている点であるか
もしれない。この状況の中で母親は家計を豊かにするために仕事をもち，子どもを保育所に預
けて働いている。働いている母親への支援は保育所整備，延長保育，時間外保育，ファミリー
・サポート・センターなど充実しつつある。その反面，零歳児94．0％，1歳児82．0％，2歳児
75．1％は在宅で子育てされている。乳幼児の大半は母親が仕事をもち，保育所に在園している
と一般的な印象があり，専業主婦は少数であるかのようにみられているが，実際には零歳児の
94．0％，1歳児の82。0％，2歳児の75．1％，3歳半31．0％，4歳児5．4％（14年4月現在，学
校基本調査）は在宅で子育てが行なわれているということである。保育所には零歳児6．0％，1
歳児18．0％，2歳児24．9％，3歳児35．7％，4歳児以上37．0％，幼稚園3歳児33．4％，4歳児
以上57．6％が在園している。平成元年以降，零歳児の保育所の入所希望は倍増し，いわゆる待
機児が課題になった。しかし，大半の乳幼児は家庭で育児されている。保育所は公営が1万2
千か所，民営が1万か所，在園児数は192万1千人，幼稚園は国公立が6千か所，私立が8千か
所，在園丁数は176万人である。（平成15年5月現在）
　在宅で2歳以下の子育てをしている専業主婦の家庭に対する対策は手薄である。育児を楽し
いと思う割合が働く母親より少ない専業主婦の育児である在宅での子育てが大半を占めている
ことをみても，共働きの育児とあわせて家庭での子育てについてとくに父親，母親が協働で子
育てをすることの意味に注目しなければならない。長い間，子育ての責任を母親に過剰に求め
てきたが，最近では父親に子育ての責任を求めている。父親の子どもと接触する時間は3．32時
間ときわめて少なく，母親の接触時間の差は約2倍以上と大きい。アメリカ，イギリス等諸外
国に比べても1時間以上の差がある。（日本女子社会教育会“家庭教育に関する国際化比較調
査報告書1955）父親が子どもと直接接触する時間が少ないが，子育ての中心的役割を担う母親
を通して間接的に子どもに関する問題について相談を受けていることが多いと思われる。実際
に子どもに関わる母親と仕事中心で一家を支える父親は，親という立場では対等に子どもには
見えているのではないだろうか。性別役割分業が子育てに現われてきたのは，高度経済成長の
時代に生産年齢層が増加して，給与所得者の父親と専業主婦の母親とその子どもで構成される
家族が増加してきてからである。家族を養える賃金を得る反面，家族と生活を楽しみ，育児に
参画する余裕のない父親に対し，子どもを育てるのは当然とされて母親は子育てに専念し，父
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親は子育てからますます離れることになった。核家族で父親は仕事に専念，祖父祖母のいない
家庭で，母親は1人で子育てをする中で，相談に応ずる時間のない夫への不満をかかえ，育児
に対する不安がつのり，社会とのつながりが少ないという寂しさからくる孤立感などから，そ
れがときには子どもへの暴力となって現われることもあり，社会的問題にもなってきた。子ど
もにやさしく，あたたかい育児が必要であるが，母親1人では巧くそれをさばけないこともあ
る。父親と母親の2人の協働作業でそれぞれの立場が発揮されて育児が進められていくとき，
母親の負担は大きく減少し心にゆとりをもつ子育てが存在し，子どもも歪められず，健やかな
成長を見ることができるのではないだろうか。家庭の中における男女共同参画社会の実現には
この意識を変えることからはじめなければならない。市の主催で開催された男女共同参画社会
実現を目指したフォーラムで市民代表のパネリストの60歳代の男性はフルタイムで働く妻と協
力して4人の子どもを育て，家事，育児の面白さを味わい，子どもと深い絆を持つことがで
き，仕事だけでは経験できない愉快な充実した人生であったという。男性，女性それぞれの特
有の分野があり，それぞれの分野を全うし，女性と男性が互いに支え合い，社会を作ることが
男女共同社会の実現であり，社会の最小単位である家庭から意識改革をして地域，職場へと広
がると述べている。また，40歳代の男性は育児休暇を5ヶ月取得，育児をしていく中ではじめ
て「親になった」と実感し，子どもの毎日の成長の変化を見ることができたことは貴重な体験
であり，喜びであったと述べている。育児休暇が終わり，仕事から帰宅すると子どもから熱烈
歓迎を受け，育児をしたことはよかったと強く感じるということである。育児に参加した男性
の実感である。育児の体験を通して妻への理解が増し，生活の満足度も高くなったとも述べて
いる。安心して制度の利用ができる社会へと変えていきたいものである。家族の幸せを第一と
すると男女共同参画社会の実現されることが早急にのぞまれる。若い年齢層を中心に男女共同
参画社会の意識変革の傾向が高まってきている今，さらに実態をともなった実現へとすすむこ
とを期待するものである。
7　おわりに
　家事責任を男性より負担している女性が家庭でも家庭以外でも仕事や活動に参画できるよう
に環境を整備し，その機会を確保するという男女共同参画社会を，今，日本全体でめざしてい
る。仕事と子育ての両立に関する負担感を緩和除去し安心して子育てができるような環境整
備を進めることが望まれている。新エンゼルフ．ランでは「重点的に推進すべき少子化対策の具
体的実践計画について」に基づき，保育施設充実，多用な需要に対応した保育サービスの整
備，子育ての不安解消，孤立化などのための相談，支援体制の充実を求め，具体的な施策を進
めてきた。2004年12月には「新新エンゼルプラン」の概要を発表し，2005年度から5年間で取
り組む少子化対策として子育て期にある30歳代の男性の労働時間の短縮，家事・育児時間の2
時間確保を目標設定し，子育て時代の男性の働き方や家庭の大切さを重点的に意識してもらう
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ことを重点課題としている。前回の「新エンゼルプラン」の保育施設や保育サービスの充実を
中心から目標を変更し，家庭における男女共同社会形成をさらに支援することになる。
　男女参画社会実現をめざす市民の意識調査で，男女平等についての意識をみると，「男性が
非常に優遇」「どちらかというと男性」とみるのは男性では2000年の調査では44．2％，2003年
43．5％，女性では2000年の調査では65．1％，2003年59，3％と男女ともに減少し，男女共同参画
社会への意識変革が見られる。しかし，ここでも女性の不平等観がやはり高い。年代別にみる
と，平等観を最も感じていない割合が高いのは子育てをしながら仕事もという30歳代の女性
で，18．2％が平等とし，70歳代の女性の約半分である。年代により男女共同参画社会を目指す
意識に相違があり，意識変革の速度にも差がみられる。出生率が伸びない理由についての問い
に対しては，「経済的にゆとりがない」「仕事と育児の両立が大変」が男女ともに高い割合を示
しており，子どもを育てることと仕事との両立できる環境整備が十分でないということであろ
う。「男は仕事，女は家庭」という考え方に同感するかどうかという問いをみると，男性は「同
感する」が15．4％，女性は6．3％で男女の差がでている。ところが「同感しない」の割合は男女
とも約44％で相違がみられない。男性も潜在意識では性別役割分担について否定する人が多い
ということである。
　安心して制度を利用し，家族の幸せのために若い年齢層を中心に男女共同参画社会の意識変
革が始まっている昨今，各家庭における男女共同参画社会の実現をめざしたいものである。女
性は仕事も子育てもとその意識はどんどん変革してきている。これに合わせて男性も育児など
家事に参加し，貴重な経験を通してより豊かな人生を展開するために家庭における男女共同参
画社会の形成を望むものである。
　家庭という社会で男女共同参画という意識が変革され，男性，女性ともに子育て，仕事がと
もにできるようになること，男性，女性ともに意思決定過程への参加を意味する参画を基盤と
する男女共同社会の形成を目指している埼玉県A市の男女共同参画室からは市民意識調査結果
を提供していただき，御協力いただきましたことを心から感謝申し上げます，ありがとうござ
いました。
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